
○平塚市自転車等の放置防止に関する条例施行規則 

昭和５９年３月１日 

規則第９号 

改正 昭和６２年３月１６日規則第５号 

平成２４年３月３０日規則第１９号 

平成２６年１月１４日規則第１号 

令和３年６月１日規則第４０号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、平塚市自転車等の放置防止に関する条例（昭和５８年条例第１７号。

以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において「店舗等面積」とは、大型店舗等が直接営業の用に供する床面

積に、売場間の通路、ショーウインドー、ショールーム、サービス施設、承り所、物品

加工修理場、一般応接室、ロビーその他一般の利用に供する部分の床面積を加えた床面

積をいう。 

（大型店舗等） 

第３条 条例第２条第５号に規定する規則で定める自転車等の大量の駐車需要を生じさせ

る施設及び官公署等の公益的施設は、次に掲げるものとする。 

（１） 別表の左欄の１の用途に供する施設（以下「単一用途施設」という。）で、当

該用途に応じ同表の中欄の規模に該当するもの 

（２） 別表の左欄の２以上の用途に供する施設（以下「混合用途施設」という。）で、

当該用途ごとにそれぞれ同表の右欄により算定した自転車等駐車場の規模の合計が２

０台以上となるもの 

（自転車等駐車場の設置基準） 

第４条 条例第７条に規定する規則で定める自転車等駐車場の設置基準は、次のとおりと

する。 

（１） 条例第６条第１項の規定により店舗等面積が５，０００平方メートル以下の大

型店舗等を新築しようとする者が設置しなければならない自転車等駐車場の設置基準

は、次のとおりとする。 



ア 単一用途施設にあつては、別表の左欄の用途に応じて同表の右欄により算定した

規模 

イ 混合用途施設にあつては、別表の左欄の用途ごとにそれぞれ同表の右欄により算

定した規模を合計した規模 

（２） 条例第６条第１項の規定により店舗等面積が５，０００平方メートルを超える

大型店舗等を新築しようとする者が設置しなければならない自転車等駐車場の設置基

準は、次のとおりとする。 

ア 単一用途施設にあつては、店舗等面積が５，０００平方メートルまでの部分につ

いて別表の左欄の用途に応じて同表の右欄により算定した規模に、店舗等面積が５，

０００平方メートルを超える部分について同表の左欄の用途に応じて同表の右欄に

より算定した規模に２分の１を乗じて得た規模を加えた規模 

イ 混合用途施設にあつては、（ア）及び（イ）に掲げる面積の区分に応じ、別表の

左欄の用途ごとにそれぞれ（ア）及び（イ）に定めるところにより算定した規模を

合計した規模 

（ア） 店舗等面積が５，０００平方メートルまでの部分 ５，０００平方メート

ルに別表の左欄の用途に係る店舗等面積が店舗等面積の全体に占める割合（（イ）

において「用途別割合」という。）を乗じて得た面積について同表の右欄により

算定した規模 

（イ） 店舗等面積が５，０００平方メートルを超える部分 店舗等面積から５，

０００平方メートルを減じた面積に用途別割合を乗じて得た面積について別表の

右欄により算定した規模に２分の１を乗じて得た規模 

（３） 条例第６条第１項の規定により次に掲げる増築をしようとする者が設置しなけ

ればならない自転車等駐車場の設置基準は、当該増築後の施設を全て新築したとみな

して前２号の規定により算定した規模から、既に設置されている自転車等駐車場の規

模を控除した規模とする。 

ア 単一用途施設についての別表の中欄の規模となる増築又は単一用途施設で当該規

模のものについての増築 

イ 混合用途施設となる増築又は混合用途施設についての増築で、当該増築後の施設

の用途ごとにそれぞれ別表の右欄により算定した自転車等駐車場の規模の合計が２



０台以上となる増築 

（４） 大型店舗等が商業地域等の内外にわたるときは、当該大型店舗等のうち商業地

域等として定められていない区域に存する部分を存しないものとみなして、前３号の

規定を適用する。 

（５） 条例第６条第２項の規定により大型店舗等の設置者が設置するよう努めなけれ

ばならない自転車等駐車場の設置基準は、前各号の規定を準用する。 

（６） 前各号の規定により算定した台数に１台に満たない端数があるときは、その端

数は切り捨てるものとする。 

２ 前項第３号の増築後の施設は、次の表の左欄に掲げる増築する施設の用途及び同表の

中欄に掲げる商業地域等に定められた時期の区分に応じて、同表の右欄に掲げる対象外

となる部分を当該増築後の施設から除いたものとする。 

増築する施設の用途 商業地域等に定められた時期 対象外となる部分 

別表第１号から第４

号までのもの 

昭和５９年４月１日前 昭和５９年４月１日前に建築され

た部分 

昭和５９年４月１日以後 商業地域等に定められる前に建築

された部分 

別表第５号から第１

２号までのもの 

平成２４年４月１日前 平成２４年４月１日前に建築され

た部分 

平成２４年４月１日以後 商業地域等に定められる前に建築

された部分 

（自転車等駐車場の設置の届出） 

第５条 条例第６条第１項の規定により自転車等駐車場を設置しようとする者は、次に掲

げる事項を市長に届け出なければならない。届け出た事項を変更しようとする場合も同

様とする。 

（１） 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつてはその代表者の氏名 

（２） 大型店舗等の用途及び店舗等面積 

（３） 自転車等駐車場の位置及び規模 

（４） 自転車等駐車場の構造及び設備 

（５） 自転車等駐車場の位置図 



（６） その他市長が特に必要と認める事項 

（放置禁止区域の指定の告示等） 

第６条 条例第９条第３項の規定による告示は、次に掲げる事項について行うものとし、

その期間は、１４日とする。 

（１） 指定の根拠 

（２） 指定年月日 

（３） 指定区域 

（４） 指定区域の地図 

（５） 放置行為の禁止 

（６） 放置した場合の措置 

２ 条例第９条第３項の規定による掲示は、前項の告示に準ずる事項を表示した掲示板の

ほか、放置禁止区域内であることを表示する路面標示又は標識板を設置することにより

行うものとする。 

（放置禁止区域以外の放置期間） 

第７条 条例第１２条第４項に規定する相当の期間は、放置された日から起算して７日と

する。ただし、通行の支障の防止その他市長が特に必要と認めるときは、当該期間を短

縮することができる。 

（保管期間） 

第８条 条例第１３条第１項に規定する一定の期間は、同条第４項の規定に基づく告示の

日から起算して２月とする。 

（保管の告示等） 

第９条 条例第１３条第４項の規定による告示は、次に掲げる事項について行うものとし、

その期間は、１４日とする。 

（１） 移動理由 

（２） 移動対象区域 

（３） 移動年月日 

（４） 移動して保管した自転車等の台数 

（５） 保管場所 

（６） 保管期間 



（７） 引取方法 

ア 引取期間 

イ 引取場所その他必要事項 

（８） 引取りのない場合の措置 

（９） 連絡先 

２ 条例第１３条第４項に規定する必要な措置として講ずる掲示は、前項の告示に準ずる

事項を表示した案内板を設置することにより行うものとし、その期間は、告示の日から

起算して１４日とする。 

（自転車等の引取り） 

第１０条 条例第１３条第１項の規定により保管している自転車等の利用者等は、当該自

転車等を引き取るときは、市長に放置自転車等返還受取書（第１号様式）を提出しなけ

ればならない。 

（移動、保管等に係る費用の免除） 

第１１条 条例第１４条第２項に規定する規則で定める特別の理由は、次に掲げる場合と

する。 

（１） 盗難にあつた自転車等について、撤去の前日までに警察署に被害届が提出され

ているとき。 

（２） 前号に掲げるほか、市長が正当な理由があると認めるとき。 

２ 条例第１４条第２項の規定による免除を受けようとする者は、自転車等移動等費用免

除申請書（第２号様式）を市長に提出しなければならない。 

（委任） 

第１２条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この規則は、条例施行の日（昭和５９年４月１日）から施行する。 

附 則（昭和６２年３月１６日規則第５号） 

この規則は、昭和６２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月３０日規則第１９号） 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１月１４日規則第１号） 



この規則は、平成２６年２月１日から施行する。 

附 則（令和３年６月１日規則第４０号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

別表（第３条、第４条関係） 

施設の用途 施設の規模 自転車等駐車場の規模 

（１） 百貨店、スーパーマーケットそ

の他各種物品販売業を営む店舗 

店舗等面積が３００平

方メートルを超えるも

の 

店舗等面積２０平方メー

トルごとに１台以上 

（２） 銀行その他これに類する金融機

関 

同上 同上 

（３） 遊技場 同上 店舗等面積１０平方メー

トルごとに１台以上 

（４） 劇場、映画館その他これらに類

するもの 

同上 店舗等面積２０平方メー

トルごとに１台以上 

（５） 喫茶店、レストランその他これ

らに類する飲食を提供する施設 

同上 同上 

（６） レンタルビデオ店その他これに

類する事業所 

同上 同上 

（７） 専修学校、各種学校、学習塾、

語学教室、料理教室、自動車教習所そ

の他これらに類する施設 

同上 同上 

（８） 体育館、ボーリング場、ゴルフ

練習場、フィットネスクラブその他こ

れらに類する施設 

同上 同上 

（９） イベントホール、カラオケボッ

クスその他これらに類する施設 

同上 同上 

（１０） 病院、診療所その他これらに

類する施設 

同上 同上 



（１１） 郵便局その他これに類する施

設 

同上 同上 

（１２） 市役所、税務署、図書館、集

会所その他これらに類する施設 

同上 同上 



 



 



第１号様式（第１０条関係） 

第２号様式（第１１条関係） 

 


